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食料の安定供給の確保 多面的機能の十分な発揮

農村の振興

１．自然循環機能の維持増進（食料・農業・農村基本法における位置付け）

○ 食料・農業・農村基本法において、農業については、食料その他の農産物の供給の機能及び多面的機能の重要性にかんがみ、農業の自然循

環機能が維持増進されることにより、その持続的な発展が図られなければならないとされている。

○ また、国は、農業の自然循環機能の維持増進を図るため、農薬及び肥料の適正な使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用による地力の増進

その他必要な施策を講ずるものとされている。

○ 食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）（抜粋）

（農業の持続的な発展）
第４条 農業については、その有する食料その他の農産物の供給

の機能及び多面的機能の重要性にかんがみ、必要な農地、農
業用水その他の農業資源及び農業の担い手が確保され、地域
の特性に応じてこれらが効率的に組み合わされた望ましい農業
構造が確立されるとともに、農業の自然循環機能（農業生産活
動が自然界における生物を介在する物質の循環に依存し、か
つ、これを促進する機能をいう。以下同じ。）が維持増進されるこ
とにより、その持続的な発展が図られなければならない。

（自然循環機能の維持増進）
第３２条 国は、農業の自然循環機能の維持増進を図るため、農

薬及び肥料の適正な使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用
による地力の増進その他必要な施策を講ずるものとする。

多様な生物

（病害虫の抑制）
資源の循環

健全な水環境 豊かな生物

健全な土

有機物

○ 農業の自然循環機能のイメージ

農業の持続的な発展

○ 農地、水、担い手等の生産要素の
確立と望ましい農業構造の確立

○ 自然循環機能の維持増進
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２．環境保全型農業について（これまでの制度の変遷）

○ 平成４年に、「農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和に留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料・農薬の使用等による環境負荷の
軽減に配慮した持続的な農業」を環境保全型農業と位置付け、全国的に推進。

○ 近年は、国際的な動きとして地球温暖化防止や生物多様性保全への対応が急務となる中で、化学肥料・農薬の低減だけでなく、地球温暖化防
止や生物多様性保全に効果の高い取組も推進。

「
新
政
策
」で
環
境

保
全
型
農
業
の
推

進
を
明
記

H11（1999）

有
機
農
業
推
進
法

農
地
・水
・
環
境
保
全
向
上
対
策

地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高い
営農活動の導入促進

H18（2006）

H19（2007）農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和な
どに留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の
使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業
を環境保全型農業と位置付け

H4（1992）

H23（2011）

化学肥料・化学合成農薬
の使用低減

多
面
的
機
能
発
揮
促
進
法
の
施
行

H27（2015）

H17（2005）

土づくり、効果的・効率的な施肥・
防除のほか、廃棄物の適正な処
理・利用、エネルギーの節減等

環
境
保
全
型
農
業
直
接
支
援
対
策

農
業
環
境
規
範

地域ぐるみで化学肥料・
化学合成農薬の５割低減
の取組に対して支援

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以
上低減する取組と合わせて、地球温暖
化防止や生物多様性保全に効果の高
い取組を支援

環境と調和のための基本
的な取組の実行状況を
農業者が自ら点検・改善
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農薬及び肥料の適正な使用
の確保、家畜排せつ物等の
有効利用による地力の増進
等により、農業の自然循環
機能を維持増進

エコファーマー
を認定・支援

持
続
農
業
法

食
料
・農
業
・農
村
基
本
法

○ 新たな「食料・農業・農村基本計画」（H27.3）
・ 有機農産物について、地域の気象、土壌条件等に適合した技術体系の確立、普及や実需者と生産者とのマッチング等により生産拡大を推進する。

・ 「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく環境保全型農業直接支払制度を通じて、地域でまとまりを持った環境保全型農業
の取組や、農業者の技術向上や消費者の理解増進等を図る活動を推進する。

・ 環境に配慮した農産物の生産者と実需者のネットワークの構築等による多様な販路の構築等を推進する。



食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）

第１ 食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針
２．農業や食品産業の成長産業化と農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を促進する施策展開

－施策の推進に当たっての基本的な視点－
（５） 持続可能な農業・農村の実現に向けた施策展開

（前略）生産面においても、気候変動等への的確な対応や資源循環型の環境と調和した農業を推進する。

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
２．農業の持続的な発展に関する施策
（６） 需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革

④ 需要拡大が見込まれる有機農産物や薬用作物の生産拡大
有機農産物について、地域の気象、土壌条件等に適合した技術体系の確立、普及や実需者と生産者とのマッチング、有機JAS認証の

取得を推進するとともに、輸出促進に向けた諸外国との有機同等性の取得等により、生産拡大を推進する。（後略）

（８） 気候変動への対応等の環境政策の推進
環境問題に対する国民の関心が高まる中、国際的な動向と協調しつつ、農業分野においても地球温暖化防止や生物多様性保全に積

極的に貢献していくため、自然循環機能を有する農業が農村環境を形成してきたことも踏まえ、より環境保全効果の高い営農活動の普及
を推進するとともに、気候変動の農業生産への影響に的確に対応するなど、農業分野における環境政策を総合的に推進する。

③ 農業の自然循環機能の維持増進とコミュニケーション
家畜排せつ物や稲わら等の資源の循環利用、農薬及び肥料の適正な使用の確保等を通じて、環境と調和のとれた農業生産を様々な

地域で推進することにより、農業の自然循環機能を維持増進し、持続可能な農業の確立を図る。
その一環として、「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく環境保全型農業直接支払制度を通じて、地域でまと

まりを持った環境保全型農業の取組や、農業者の技術向上や消費者の理解増進等を図る活動を推進する。
農業が環境に与える影響や効果を検証し、農業が消費者等にもたらす多様な便益についても明らかにしつつ、関係者間のコミュニ

ケーションの促進や優良事例の共有を図るとともに、環境に配慮した農産物の生産者と実需者のネットワークの構築等による多様な販路
の構築等を推進する。

３．農村の振興に関する施策
（１）多面的機能支払制度の着実な推進、地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等

①多面的機能の発揮を促進するための取組

「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、多面的機能の適切かつ十分な発揮による恵沢を国民が享受するこ
とができるよう、環境保全型農業の普及促進とともに、地域コミュニティによる活動や生産条件が不利な中山間地域等における営農の継続
に対する支援を行う。（後略）

３．食料・農業・農村基本計画における環境保全型農業に関する記述
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４．オーガニック・エコ農業の取組状況

オーガニック・エコ農産物：
環境に配慮して⽣産された農産物であり、
① 有機ＪＡＳ規格の認定を受けた有機農産物
② 有機ＪＡＳ規格の認定は受けていないが、化学肥料及び化学合成農薬を使⽤せずに栽培された農産物
③ 特別栽培農産物等
を含めたものの総称。

有機JAS認証取得
（約4,000）

有機JAS以外の有機
（約8,000）

エコファーマー
（約170,000）

特別栽培（5割減）
（約45,000）

０ 取組数

※販売の際に「有機」の
表示は不可

エコファーマー：
「持続性の⾼い農業⽣産⽅式の導⼊に関する法律」（平成11

年法律第110号）に基づき、⼟づくり、化学肥料及び化学合成
農薬の使⽤低減技術の導⼊に⼀体的に取り組む農業者の愛称

特別栽培（農産物）：
たい肥等により⼟づくりを⾏った上で、化学肥料と化学合成

農薬を地域の慣⾏レベルに⽐べ相当程度低減して栽培された農
産物

⽣産に要するコス
トや労⼒に⾒合う
付加価値が付かな
いため停滞

有機農産物：
農業の⾃然循環機能の維持増進を図るため、以下の⽅法で
⽣産された農産物
・たい肥等で⼟作りを⾏い、種まき⼜は植え付けの前２年
以上、禁⽌された農薬や化学肥料を使⽤しない。

・⼟壌の性質に由来する農地の⽣産⼒を発揮させる
・農業⽣産に由来する環境への負荷をできる限り低減
・遺伝⼦組換え技術を使⽤しない
また、ＪＡＳ法に基づく有機ＪＡＳ規格を満たすものとし
て、認定事業者により格付の表⽰（有機ＪＡＳマーク）が付
されたものでなければ、「有機」、「オーガニック」⼜はこ
れと紛らわしい表⽰は不可

有機農業を志向する新規就
農者が多い⼀⽅、技術的
ハードルが格段に⾼いこと
や、販路確保が困難なこと
から、徐々に増加してはい
るものの農業全体ではまだ
わずか（⾯積シェア0.4％）

全国の総農家数
253万⼾

※取組数については、戸数、認定件数等、単位にばらつきがあるが、いずれも「戸数」として考えた上で試算。また、各データ取得時期にはばらつきがある。
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環境保全効果のレベル

農業環境規範のレベル
（リファレンスレベル）

全ての農業者が義務とし
て実施すべき取組レベル

□ 農薬取締法に基づく農薬使用基準の遵守等
□ 廃掃法に基づく農業用廃ビニール等の適正処理 等

□ 土づくりの励行
□ 施肥基準に基づく適正施肥
□ 防除基準に基づく適正防除
□ 施肥・防除の記録の作成
□ 研修への参加 等

法令等による規制

農業環境規範を各種
補助事業の要件化

（クロスコンプライア
ンス）

＜有機農業（化学肥料・農薬、遺伝子組換え
技術を使用しないことを基本とする農法）＞

＜施策手法＞

社
会
が
一
定
の
負
担
を
行
い
な
が
ら
推
進

す
る
こ
と
が
正
当
化
さ
れ
る
営
農
活
動

農
家
自
ら
の
責
任
で
推
進
す
べ
き

営
農
活
動

５. 環境保全型農業の効果のレベルに応じた施策手法

＜地球温暖化の防止に資する取組＞
□ たい肥・緑肥の施用
□ 窒素施肥量の削減
□ 中干し期間の延長 等

＜生物多様性の保全に資する取組＞
□ ＩＰＭの導入による農薬使用量の削減
□ 冬期湛水 等

＜水質の保全に資する取組＞
□ 特別栽培の取組 等

・エコファーマーへの支援

・環境保全型農業直接支払

・有機農業に対する支援 など
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発生予察情報等を活用し、必

要に応じ農薬や他の手段も組

合せ、効果的・効率的な防除を

実施する。

○ 環境と調和のとれた農業生産活動の確保を図るため、農業者が最低限取り組むべき規範(農業環境規範)を平成１７年３月に策定し、各種支援策

を実施する際の要件とするなど、その普及・定着を推進。

たい肥の施用や稲わらのすき込

みなど有機物の供給に努める。

１．土づくりの励行１．土づくりの励行

都道府県の施肥基準や土壌診

断結果等に則し、効果的・効率

的な施肥を行う。

３．効果的・効率的で適正な
防除

３．効果的・効率的で適正な
防除

４．廃棄物の適正な処理・利用４．廃棄物の適正な処理・利用

廃棄物の処理は、関係法令に
基づいて適正に行う。また 作物

残さ等の有機物についても利用
や適正な処理に努める。

機械・施設の適正な温度管理、
点検整備や補修などに努める。

５．エネルギーの節減５．エネルギーの節減

作物の生産に伴う環境への影響
などに関する新たな知見と適切な
対処に必要な情報収集に努める。

７．生産情報の保存７．生産情報の保存

点検・確認ができるよう、肥料・
農薬の使用状況等の記録を保
存する。

６．新たな知見・情報の収集６．新たな知見・情報の収集

２．適切で効果的・効率的な
施肥

２．適切で効果的・効率的な
施肥

○ 農業環境規範の7つのポイント（作物の生産編）○ 農業環境規範の概要

【作物の生産】

○ 土づくりの励行

○ 適切で効果的・効率的な施肥

○ 効果的・効率的で適正な防除

○ 廃棄物の適正な処理・利用

○ エネルギーの節減

○ 新たな知見・情報の収集

○ 生産情報の保存

【家畜の飼養・生産】

○ 家畜排せつ物法の遵守

○ 悪臭・害虫の発生防止・低減

の励行

○ 家畜排せつ物の利活用の推進

○ 環境関連法令への適切な対応

○ エネルギーの節減

○ 新たな知見・情報の収集

我が国農業全体について環境保全を重視したものに転換

環境との調和のための基本的な取組をすべての農業者が着実に実践環境との調和のための基本的な取組をすべての農業者が着実に実践

次の基本的な取組について農業者自らが生産活動を点検し、改善に
努めるためのものとして策定

環境と調和のとれた農業生産活動規範

６．農業環境規範の普及・定着

○ 補助事業等への関連づけについて

○平成17年度より可能なものから要件化等の関連づけを実施。

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

6事業 11事業 29事業 51事業 54事業 46事業 43事業 38事業 38事業 40事業 8



○ 持続農業法に基づく認定

持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針
（導入の促進を図る持続性の高い農業生産方式の明確化）

持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画
（地力の維持・増進+化学肥料使用低減技術+

化学合成農薬使用低減技術の導入計画）

○金融上の特例措置
・農業改良資金の貸付けに関する特例 (償還期限の延長）

○都道府県による助言、指導等

都 道 府 県

農業者（エコファーマー）

〔 認定 〕

○ 平成11年（1999年）に、「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」を制定し、たい肥等による地力の維持・増進と化学肥料・化学合

成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）を支援。

７．持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律

○ 持続農業法における「持続性の高い農業生産方式」

地力の維持・増進
たい肥等有機質資材

施用技術など

化学合成農薬低減
温湯種子消毒技術など

化学肥料低減
局所施肥技術など

一体的に実施一体的に実施
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○ 持続性の高い農業生産方式のイメージ（水稲の例）

慣行的な生産方式 持続性の高い農業生産方式

○ 化学合成農薬低減技術：
温湯種子消毒や除草用動物（アイガモ）
等の活用による農薬散布回数の低減

化学合成農薬使用数 4回

○ 地力の維持・増進：
土壌診断に基づくたい肥の適切な施用

○ 化学肥料低減技術：
基肥に肥効調節型肥料を施用

化学肥料施用量 3.6kgN/10a

○ 化学合成農薬による防除

化学合成農薬使用数 15回

○ 稲わらのすき込み

○ 化学肥料の施用

化学肥料施用量 7.5 kgN/10a



８．日本型直接支払制度 ～多面的機能発揮促進法の概要～

○ 農村地域の高齢化､人口減少等により､地域の共同活動によって支えられている多面的機能(国土保全､水源涵養､景観形成等)の発揮に支障。
○ 農地集積が進む中で、水路・農道等の管理に係る負担が担い手に集中。

日本型直接支払制度の創設、平成27年度からの法制化が位置付け。

・ 地域の共同活動等を支援することにより、多面的機能の発揮を促進。
・ 担い手に集中した水路・農道等の管理を地域で支えることにより、構造改革を後押し。

日本型直接支払の効果

制度の仕組み制度の仕組み

１．農林水産大臣による「基本指針」の策定（第４条）

２．都道府県知事による「基本方針」の策定（第５条）

３．市町村による「促進計画」の作成

市町村は、基本方針に即して、農業の有する多面的機能の発揮を促進する事業(日本型直接支払の対象となる取組)の実施を促進する計画を作成(第６条)

４．農業者団体等による事業計画の作成・実施

農業者の組織する団体等は、3.の事業を実施する計画(事業計画)を作成し、市町村に認定申請。認定された事業計画に基づき事業を実施（第７条）

５．事業計画の実施に対する措置

○ 国、都道府県及び市町村による費用の補助（第９条）
○ 農業振興地域の整備に関する法律の特例（第10条、第11条）（農用地区域の設定手続の簡素化、農用地区域からの除外の厳格化）
○ 土地改良法の特例（第12条）（都道府県営の土地改良施設における管理委託の特例）

施行日 ： 平成27年４月１日

＜日本型直接支払の対象となる取組＞ （第３条）
① 農地、農業用水等の保全のための地域の共同活動により行われる次の取組 【多面的機能支払に相当】

イ 水路、農道、農地法面等の機能を維持するための取組 （農地維持支払に相当）
ロ イの機能を増進するための改良、補修等の取組 （資源向上支払に相当）

② 中山間地域等における農業生産活動の継続を推進する取組 【中山間地域等直接支払に相当】
③ 自然環境の保全に資する農業生産活動を推進する取組 【環境保全型農業直接支払に相当】

基本理念

① 農業の有する多面的機能が、国民に多くの恵沢をもたらすものであることを踏まえ、その発揮の促進を図る取組に対し、国、都道府県及び市町村が集
中的かつ効果的に支援を行うことを旨として、その発揮の促進が図られなければならないこと。

② 多面的機能の発揮の促進に当たっては、地域住民による共同活動が、良好な地域社会の維持・形成に重要な役割を果たしてきているとともに、農用地
の効率的な利用の促進にも資することに鑑み、当該共同活動による取組の推進が図られなければならないこと。（第２条）

背 景

10



９．日本型直接支払制度 ～事業の概要～

中山間地域
（山口県長門市）

制度の全体像

環境保全型農業直接支払
２,４１０百万円

緑肥の作付け

○ 農業・農村は、国土保全、水源かん養、自然環境保全、景観形成等の多面的機能を有しており、その利益は広く国民
全体が享受しているが、近年、農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動等によって支えられている多面
的機能の発揮に支障が生じる状況。

○ また、地域の共同活動の困難化に伴い、水路、農道等の地域資源の維持管理に対する担い手の負担が増大し、担い手
の規模拡大が阻害されることも懸念される状況。

○ このため、農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を行い、多面的機能が今後
とも適切に発揮されるようにするとともに、担い手の育成等構造改革を後押ししていく必要。

※金額は28年度予算額

11

農地維持支払

資源向上支払

多面的機能を支える共同活動を支援
※担い手に集中する水路・農道等の管理を地域で支

え、農地集積を後押し

地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上
を図る共同活動を支援

農地法面の草刈り

水路の泥上げ

水路のひび割れ補修

植栽活動

多面的機能支払 ４８，２５１百万円

・農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道
の路面維持等の基礎的保全活動

・農村の構造変化に対応した体制の拡充・
強化、保全管理構想の作成 等

支援対象

支援対象 ・水路、農道、ため池の軽微な補修
・植栽による景観形成、ビオトープづくり
・施設の長寿命化のための活動 等

中山間地域等の農業生産条件の不利を
補正することにより、農業生産活動を
将来に向けて維持する活動を支援

中山間地域等直接支払
２６，３００百万円

自然環境の保全に資する農業生産活
動の実施に伴う追加的コストを支援



○ 平成23年度から、農業者等が実施する化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組とセットで、地球温暖化防止や生物多様性保全
に効果の高い営農活動に取り組む場合に支援を実施。

○ 地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動として、全国共通の取組のほか、地域の環境や農業の実態等を勘案した上で、地
域を設定して支援の対象とする地域特認取組を都道府県の申請に基づき設定し、支援を実施。

化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多
様性保全に効果の高い営農活動

支援の対象

対象となる営農活動

主な交付単価

国と地方公共団体が１：１の負担
割合で共同して支援。
（国の支援額4,000円/10a以内で設定)

【全国共通取組】

【地域特認取組】

8,000円／10a以内

対象取組や支援単価は、
都道府県により異なる

10．環境保全型農業直接支払

12

農業者の組織する団体、一定の条件を満たす農業者等

生物多様性保全に効果の高い
営農活動への支援

支援対象となる取組の例

様々な生物を地域で育み
生物多様性保全に貢献

化学肥料・化学合成農薬を使用しない取組

地球温暖化防止に効果の高い
営農活動への支援

支援対象となる取組の例

土壌中に炭素を貯留し
地球温暖化防止に貢献

５割低減の取組の前後のいずれかに緑肥
の作付けや堆肥を施用する取組

有機農業緑肥の作付け 堆肥の施用

※ 上記の全国共通取組のほか、地域の環境や農業の実態を勘案した上で都道府県が申請を行い、地域
を限定して支援の対象とする地域特認取組を設定

全国共通取組

対象取組 交付単価

緑肥の作付け 8,000円/10a

堆肥の施用 4,400円/10a

有機農業
（うちそば等雑穀・

飼料作物）

8,000円/10a
（3,000円/10a）

・同一のほ場において２つの取組
を一定の条件のもとで実施する
場合は各取組に対して支援



（参考）農地・水・環境保全向上対策の営農活動支援交付金及び環境保全型農業直接
支払交付金の実施面積の推移

○ 環境保全型農業直接支払交付金の実施件数、実施面積、市町村数

○ 平成27年度の環境保全型農業直接支払交付金の実施面積（見込み）は７万７千ヘクタールであり、平成26年度に比べて１万９
千ヘクタール増加。

○ 平成27年度より支援対象の要件を農業者個人から農業者の組織する団体等に変更したため、実施件数は減少しているが、
一方で制度への理解が進み、実施面積は大幅に増加。

○ H22～27年度（見込み）の実施市町村数の推移

※ H22年度は
農地・水・環境
保全向上対策
の営農活動支
援交付金の取
組市町村数、
H23年度は経
過措置を除く
環境保全型農
業直接支援対
策の取組市町
村数

実施件数 実施面積(ha) 市町村数

H23年度 6,622 17,009 773

H24年度 12,985 41,439 885

H25年度 15,240 51,114 918

H26年度 15,920 57,744 931

H27年度（見込み） 4,097 76,863 872

○ H27年度の支援対象取組別の実施面積（見込み）割合

11．環境保全型農業直接支払の取組状況

カバークロップ
13,612ha

18%

堆肥の施用
17,483ha

23%

有機農業
13,541ha

18% 地域特認取組
32,226ha

42%

※地域特認取組の内訳
IPMを実践する取組：16,341ha  等

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

H19-H23農地・水・環境保全向上対策のうち営農活動支援交付金

（H23経過措置（先進的営農活動支援交付金））
H23～環境保全型農業直接支払交付金

470

773 885 918 931 872

0

200

400
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800

1000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

市町村数

17千ha

43千ha

61千ha

75千ha

84千ha

78千ha

41千ha

51千ha

77千ha

58千ha

13

（見込み）



○ 有機農業を推進するため、超党派による議員立法により「有機農業の推進に関する法律」（有機農業推進法）が平成１８年

１２月に成立。

○ 同法に基づき、農林水産省では新たな「有機農業の推進に関する基本的な方針」（基本方針）を平成２６年４月に公表。

国 （基本方針） 都道府県（推進計画）

（第七条） 都道府県は基本方針に即し、推進計画を

定めるよう努める。

新たな有機農業の推進に関する基本的な方針

平成２６（２０１４）年度からおおむね５年間を対象として、有
機農業の推進に関する基本的な考え方、目標、推進施策等を
定めたもの。

第二条 定義

この法律において、「有機農業」とは、化学的に合成され
た肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技
術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環
境への負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用い
て行われる農業をいう。

第三条 基本理念（概要）
① 有機農業は、農業の自然循環機能を大きく増進し、

かつ、環境への負荷を低減するものであることにかん
がみ、農業者が容易にこれに従事できるように推進。

② 有機農業は、消費者の需要に即した取組であること
にかんがみ、農業者その他の関係者が積極的に有機
農業により生産される農産物の生産・流通又は販売に
取り組むことができるようにするとともに、消費者が容
易に有機農業により生産される農産物を入手できるよ
うに推進。

③ 有機農業は、消費者の有機農業及び有機農業によ
り生産される農産物に対する理解の増進が重要である
ことにかんがみ、有機農業者その他の関係者と消費者
との連携の促進を図りながら推進。

④ 有機農業は、農業者その他の関係者の自主性を尊
重しつつ、推進。

有機農業の普及及び推進の目標(おおむね30年度)

① 我が国の耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を
倍増（１％）

② 有機農業の技術体系の確立
③ 有機農業の普及指導体制の整備（全都道府県）
④ 有機農業に対する消費者の理解の増進

（有機農業の取組内容を知る消費者の割合が５０％以上）
⑤ 有機農業に関する推進体制の整備

（全都道府県と５０％以上の市町村）

12．有機農業の推進に関する法律、基本方針について
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対応（基本方針 ）

おおむね
平成３０年度までに

有機農業
面積シェア

倍増
１．０％

①【有機農業者等の支援】
・ 円滑に有機農業が開始できるよう、就農相談、先進的な有機農業

者による研修、情報提供など各種の支援を実施
・ 実需者等のニーズに応えたロットの拡大や産地化のため、地域ごと

に慣行農業からの転換等を支援
・ 共同利用施設・機械の整備等の支援、環境保全型農業直接支援

対策を引き続き実施。

目標

②【流通・販売面の支援】
・ ｅ‐コマースの利活用や各種業界との連携による多様な販路の確保
・ 広域流通の拡大に向け、有機JAS認証について制度の維持・拡大を

図り、認証取得手続きの簡素化等を支援
・ 地域内流通の拡大に向け、インショップや直売所等による取組を支

援、６次産業化

③【技術開発等の促進】
・ 地域の気象や土壌特性等に適合し品質や収量を安定的に確保で

きる技術体系を確立、新技術の実証
・ 技術に対するニーズの把握、低コスト化・軽労化につながる研究開

発の成果情報の提供と先進的有機農業者の活用

④【消費者の理解と関心の増進等】
・ 有機農業が持つ様々な機能や有機JAS制度の表示ルール等に関す

る普及啓発
・ 食育や産消提携等による都市住民等と有機農業者との相互理解

の増進
・ 有機農業を行おうとする者や普及指導員等の支援のためアドバイ

ザーの導入を検討

• ドイツ ６％
• フランス ４％
• イギリス ３％
• 韓国 １％

（ ）は農業全体に占める割合(推計)

我が国の有機農業をとりまく現状

○ 有機農業の推進に係る条件整備は、一定の進捗が得られ、有機農業による就農希望者や慣行農業から有機農業への転換者が相当数
見込まれ、有機農業により生産される農産物の需要の増加も見込まれる。このため、おおむね平成３０年度までに我が国の耕地面積に占
める有機農業の取組面積の割合を倍増（１％）とする目標を設定。

○ 目標達成に向けて、①円滑に有機農業が開始できるよう、就農相談や先進的な有機農業者による研修、②地域でまとまり、実需者等の
ニーズに応えたロットの拡大や産地化、③広域流通の拡大に向け有機JAS認証取得手続きの簡素化等の支援、④地域の気象や土壌特
性等に適合した技術体系の確立、⑤有機農業を行おうとする者や普及指導員等の支援のためアドバイザーの導入を検討。

13．有機農業の推進について

面 積
16千ha(0.4%)
有機JAS ９千ha(0.2%）
有機JAS以外７千ha(0.2%)

農家数
1.2万戸(0.5%)
有機JAS ４千戸(0.2%)
有機JAS以外８千戸(0.3%)
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農
業
者
の
高
い
関
心

底

堅

い

需

要

慣行農業者の５割が生産技術が確
立される等、条件次第で有機農業
に取組みたいと希望

新規就農希望者の３割が有機農業
での就農を希望

流通加工業者の３割がすでに有機
農産物を取り扱っており、６割が安
定供給、価格等、条件次第で取り
扱いたいと希望

消費者の４割がすでに有機農産物
を購入しており、６割が表示への信
頼、入手性等、条件次第で購入した
いと希望

資料：
・2010年世界農林業センサス
・平成22年度有機農業基礎データ作成事業報告書
・FiBL&IFOAM The world of organic agriculture



14．有機農業の取組の現状

資料：FiBL&IFOAM 「The world of organic agriculture」

国名 面積割合（％）

韓国 1.0%
中国 0.4%
日本 0.3%（有機JASのみ）

○ 有機農家数は平成22年で1万2千戸となっており、総農家数の0.5％を占めている（推計値）。
○ 有機農業の生産面積は平成21年で1万6千ｈａとなっており、農業全体の0.4％を占めている（推計値）。
○ 有機農業者の年齢構成は農業全体に比べ若い層が多く、約半数が60才未満となっている。
○ 有機農業面積シェアは韓国が１％となっているなど、我が国の有機農業の生産面積シェアは、国際的にも低い水準となっている。

○ 有機農産物（野菜：有機JASマーク添付のもの）の販売価格は慣行栽培のものと比較して、150～200％の価格比率となっている。

○ 国内の栽培面積（平成21年）

有機農業 農業全体

１．６万ｈａ（０．４％）
内訳 有機JASほ場 ９千ha（0.2％）

有機JASほ場以外 ７千ha（0.2％）

４６１万ｈａ（１００％）

資料:平成21年耕地及び作付面積統計
平成22年度有機農業基礎データ作成事業報告書、表示・規格課調べ

国名 面積割合（％）

イタリア 10.8%
ドイツ 6.3%

フランス 4.1%

○各国の有機農業の面積割合(2014年)

全国の総農家数 253万戸

有機農業

１．２万戸（０．５％）

内訳 有機JAS ４千戸(0.2％)
有機JAS以外 ８千戸(0.3％)

○ 有機農業に取り組んでいる農家数（平成22年）

資料:2010年世界農林業センサス
平成22年度有機農業基礎データ作成事業報告書、表示・規格課調べ

品目
国産標準品

（円/kg）
有機栽培品

（円/kg）
比率
（％）

根菜類

だいこん 179  295  165
にんじん 343  600  173
ばれいしょ 341  523  153

葉茎菜類

ほうれんそう 887  1,403  158
ねぎ 687  932  136
たまねぎ 293  477  163

果菜類

トマト 686  1,126  164
なす 705  1,059  150
ピーマン 937  1,743  186

注１：全国主要都市（１５都市）の並列販売店舗における比較

注２：有機ＪＡＳマークを添付してあるもの

○ 有機栽培品と国産標準品の販売価格比較（平成26年）

資料：農林水産省大臣官房統計部「平成26年生鮮食料品価格・販売動向調査報告」（平成27年9月）

○ 有機農業に取り組んでいる農家数の平均年齢・年齢構成
４０才

未満
9%

６０才

未満
38%

６０才

以上
53%

平均年齢：５９．０才

４０才

未満
5%

６０才

未満
21%

６０才

以上
74%

平均年齢：６６．１才

資料：平成22年度有機農業

基礎データ作成事業報告書、
2010年世界農林業センサス
(基幹的農業従事者)

有機農業 農業全体
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15． 環境保全型農業の取組の効果
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単位面積当たり農薬出
荷量（kg/10a）
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（単位：kgN/10a）

（３） 単位面積当たり化学合成農薬出荷量（１） 単位面積当たり化学肥料（窒素肥料）需要量

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、（財）日本植物防疫協会
「農薬便覧」（農薬年度前年10月～当該年９月）

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
農林統計協会「ポケット肥料便覧（当該年７月～翌年６月）

○ 環境保全型農業の取組の拡大等により、環境保全型農業の考え方が導入された1992年（平成4年）以降、化学肥料の需要量及び化学合成農薬の

出荷量は低減。しかし、国際比較では我が国の使用量は依然多い状況。
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（２）単位面積当たりの化学肥料使用量の国際比較

資料：FAO「Statistical Yearbook 2013」
注：2009年の値
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資料：OECD「OECD Environmental Perfomance Reviews JAPAN 2010」を
もとに農林水産省で作成

注：2006年の値
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16. 水質保全の効果（滋賀県の取組例）

○ 滋賀県では、琵琶湖等の環境保全を目的として、化学合成農薬や化学肥料の使用を５割以下に削減する等により栽培された農産物を認証する制
度を平成13年度から実施しており、こうした取組の普及により、化学合成農薬の使用量は制度開始前と比べ約４割減少。

○ また、こうした取組により、農地系から琵琶湖に流入する負荷量（全窒素）は減少傾向にあり、琵琶湖の水質（全窒素）も減少傾向にあるなど、水質
向上が図られつつある。
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処理場系

窒素流出負荷量

20.2
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慣行区 環境こだわり区

0.597

0.233

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
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0.7

慣行区 環境こだわり区

化学合成農薬流出負荷量

環境こだわり区慣行区 慣行区 環境こだわり区

１ 環境こだわり農産物の普及状況と化学合成農薬の使用量の推移

資料：１～４ 滋賀県「環境こだわり農業審議会資料」

２ 水田群における窒素・化学合成農薬の流出負荷量

kg
/
h
a

kg
/
h
a

※負荷量＝水環境に流入する陸域から排出される有機物や窒素、リン等の汚濁物質量
※流出負荷量＝地表から排水路へ出た排水の負荷量＋地下へ浸透した水の負荷量

３ 琵琶湖に流入する負荷量（全窒素（ＴＮ））の推移

全
窒

素
（
Ｔ

Ｎ
）
流

入
負

荷
量

（
kg

/
日

）

４ 琵琶湖の表層水質（全窒素（ＴーＮ））
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○ 堆肥等の有機物を土壌中に投入すると、一部は微生物により分解され大気中に放出されるものの、残りは分解されにくい土壌有
機炭素の状態で長期間土壌中に貯留される。温室効果ガスである二酸化炭素の基となる炭素を土壌中に貯留することにより、地球
温暖化防止に貢献。

○ 化学肥料及び化学合成農薬の低減等の環境負荷を低減する取組や冬期湛水管理等の取組により、多様な生き物が育まれ、生
物多様性保全に貢献。

・ コウノトリとの共生に取り組む兵庫県豊岡市では農薬の削減と冬期

湛水等の水管理を組み合わせた「コウノトリ育む農法」を実践。

・平成17年度の豊岡市のモニタリング報告書では、水生生物、イトミミ

ズ、ユスリカなどが無農薬区で最も多く、次いで、減農薬区が多く、慣

行栽培区は最も少ないという結果が報告されている。

光合成呼吸

収穫

ＣＯ2堆肥等の
有機質資材の

投入

残渣の
還元

一部が化学的・生物的に再合成

土壌有機炭素

堆肥や植物残渣由来の有機成分

土壌
微生物
による
分解

微生物の活性
に応じて変動

ＣＯ2

○ 農地・草地土壌の炭素収支モデル

微生物の活性は、温
度や湿度、土壌の種

類・管理等に依存

土壌炭素貯留＝

○ 兵庫県（豊岡市）の取組事例における効果

地球温暖化防止に効果の高い取組による効果 生物多様性保全に効果の高い取組による効果

微生物分解を受けにくい
土壌有機炭素

17. 地球温暖化及び生物多様性への効果

・栽培体系別の各種の現存量
（単位：g）

・栽培体系別イトミミズ・ユスリカ類の
個体数（千匹）
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緑肥の作付け及びたい肥の施用により、土壌中の炭素貯留量

が増加
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18．環境保全型農業に係る消費者及び農業者の意識

○ 消費者が環境に配慮した農産物を購入する理由としては、「安全だと思う」との回答が最も多く、「環境保全に貢献したい」は１割に満たない。ま
た、有機農産物は消費者の約７割が認知しているが、特別栽培農産物やエコファーマーが生産した農産物を認知している消費者は３割に満たない。

○ 農業者が環境保全型農業に取り組む面積を縮小する理由として、労力がかかることがが最も多く、続いて収量や品質の不安定さや資材コストが
かかること、期待する販売価格水準となっていないこと等を挙げているが、有機栽培等では約７割の農業者が販売価格に満足しているのに対し、特
別栽培等では半数の農業者が販売価格に満足していない。

２ 農業者アンケート調査

（１）環境保全型農業の面積を縮小する理由（上位３つ回答）
※対象者：環境保全型農業を実施している農業者

(%)

（２）販売価格の満足度（慣行栽培との比較）

１ 消費者アンケート調査結果
（１）環境に配慮した農産物を購入している又は購入したいと思う理由

資料：農林水産省「有機農業を含む環境に配慮した農産物に関する意識・意向調査結果」（平成28年2月）

（２）環境に配慮した農産物の基準についての認知度（複数回答）
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ー海外の動向ー
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19．ＥＵの農業環境政策等の情勢

１．ＥＵの農業の持つ公共性に対する考え方

農業は食の基盤だけでなく、国土環境にも重要な役割

集約度の低い（粗放的な）伝統的農業こそ
が 、 農 村 景 観 や 生 物 多 様 性 を 育 む

農業がプラスの環境サービスの創出に貢献

非農家の市民からも支持が高い

農業の環境保全に係る公共性が高く評価

２．ＥＵの共通農業政策（CAP）

クロスコンプライアンス

第１の柱 第２の柱

直接支払
農業者の所得
所得補償政策

現在はデカップ
ル化

・農業環境支払

環境負荷軽減、景観の保
護に資する農法を行う農家
に対する助成制度。

農村振興政策

･ クロスコンプライアンスとは環境保全のために全農家が最低限守らないと直
接支払を受け取れない基準のこと。

･ ＥＵ統一基準（法的管理要件）と各加盟国が定める基準（良好な農業環境
条件）の両方を遵守する必要。

･ 遵守しなかった場合には、支払額が減額されるペナルティ措置あり。

★ 下記の赤字部分が環境保全に資する政策

3,191億€
(2007‐2013予算枠)

981,億€
(2007‐2013予算枠)

３．CAP改革（2014-2020年）

クロスコンプライアンス

第１の柱 第２の柱

基礎支払等

農村振興政策

★ 下記の赤字部分が環境保全に資する政策

3,127億€
(2014‐2020予算枠)

956億€
(2014‐2020予算枠)

グリーニング支払
３０％

・ 基礎支払の受給者に
対し、気候と環境に有益
な措置の実施を義務化

・ 要件は下記のとおり
①作物の多様化
②永年牧草地維持
③生態系重点地域確保

農業環境支払を農業環
境・気候支払と有機農業
支払に分離

４．ＥＵにおけるオーガニック食品の市場動向
○ 欧州全体のオーガニック食品の総売上額は3.7兆円（2014年）
○ 2008年以降、年間平均7.5%の成長
○ 消費者は「エコ」や「エシカル」など新たな価値基準で商品を選択
○ 20～40代の比較的裕福な消費者を中心に支持

◆オーガニック食品にまつわる各種ランキング（2014年）（FiBL&IFOAM）

【売上額】 【国民1人当たり年間消費額】 【市場占有率】

順位 国名
売上額
（億円）

国名
1人当たり

消費額（円）
国名 割合（％）

1位 ドイツ 11,106 スイス※１ 31,028 デンマーク 7.6 

2位 フランス 6,781 ルクセンブルグ 23,026 スイス※１ 7.1 

3位 英国 3,239 デンマーク 22,745 オーストリア※2 6.5 

4位 イタリア 3,012 スウェーデン 20,358 スウェーデン 6.0 

5位 スイス※１ 2,551 リヒテンシュタイン※１ 18,252 ドイツ 4.4 

EU全体 33,616 EU全体 6,599

（参考） 日本※3 1,404 日本※3 1,123

※1 EU非加盟国
※2 2011の数値
※3 2009の数値
※4 １€＝140.4円（2014年平均レート）
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36.3

15.214.7

12

11.4

5.6 2.7 2.1 野菜・果物
乳製品
加工食品
飲料
パン･穀類
スナック類
香辛料・調味料
肉類

20．米国の農業環境政策等の情勢

１．米国の農業環境政策の考え方

農業のビジネス的観点が強く、大規模化、近代化の推進に
よる食料増産と引換えに、土壌流亡や地下水低下等が発生

農地を生産活動から撤退させて、自然環境に戻し
たときに、土地の環境価値がより高まる

農業が環境に及ぼすプラスの側面（公共性）を重視していない

２．米国の農業環境対策関連事業の概要

３．各事業構成の推移

４．米国におけるオーガニック食品等の市場動向

○ 米国のオーガニック食品の総売上額は3.8兆円で世界１位
○ 米国のオーガニック市場は急激に成長（2013‐14は約11%の伸び）
○ オーガニック食品の購入者の７割が女性
○ オーガニックコスメなどの食品以外の市場も確立

農業は環境にマイナスの影響を与える

近年、営農を継続しながら環境保全を図る取組に重点化

（１）土壌保全保留計画(CRP:Conservation Reserve Program)
土壌浸食のおそれが高い農地において、10~15年の間休耕し、草地や林地とし
て管理する活動に対し支援

（２）環境改善奨励計画（EQIP:Environmental Quality Incentives Program）
農業生産と環境改善を両立するための措置の導入について支援
※2008年農業法で有機農業への支援条項が追加。有機農業者及び転換者に対し、技術的・財政的支援を実施
※全国重点推進事項の一つに有機農業イニシアティブを追加

（３）保全管理計画（CSP:Conservation Stewardship Program）
環境保全活動の継続、新たな取組に対して活動量に応じて支援

（４）野生動物生息地奨励家計画（WHIP:Wildlife Habitat Incentives Program）

私有地における野生生物やその生息地を保護するための取組に対して支援
（2014年（３）に統合）

（５）湿地保全計画（WRP:Wetlands Reserve Program）

土地所有者が、元湿地の農地等を保護・修復するための取組に対して支援、地
役権及び回復費用を支払い

（６）草地保全計画（GRP:Grasslands Reserve Program）

土地所有者又は管理者による、草地を放牧地として活用しつつ行う修復・回復
の取組に対して支援、地役権及び回復費用を支払い

（７）農畜産用地保護計画（FRPP：Farmland and Ranchland Protection Program）

州や市の当局等が行う重要な農畜産用地の保全活動に対して支援、地役権を
支払い

（１）：農地を休耕して自然に戻す取組を支援
（２）～（４）：営農を継続しながら行う環境保全措置を支援
（５）～（７）：農地保護に関する支援（2014年より「農業保全地役権計画」に統合）

資料：USDAHP

CRP

EQIP

CSP

農業保全地役権事業

地域保全協力事業

営農を継続しなが
ら行う環境保全措
置に関する事業

：農地の休耕に関する
事業

○ 米国の農業環境政策は「生産しないこと」に対する支援
から、「生産すること」に対する支援へと変化している。

農業生産の維持・拡大と環境保全とは対立的な関係

◆オーガニック食品の小売販売額の品目別割合 （単位：％）

(オーガニック・トレード協会）

◆オーガニック食品にまつわる各種データ（2014年）（FiBL&IFOAM）

有機食品の売上高（億円）
国民一人当たり

年間消費金額（円）
市場占有率（％）

37,995 11,934 5.0 
※ １€＝140.4円（2014年平均レート）で換算
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21．韓国の親環境農業の情勢

水稲（万ｳｫﾝ/ha） 畑（万ｳｫﾝ/ha）
有機 １４０（１５４千円） １２０（１３２千円）
無農薬 １２０（１３２千円） １００（１１０千円）

１．親環境農業の取組の背景

･80年代終盤：ＵＲ交渉開始

市場開放の圧力と、安全な農産物に対する
要求、安全な農産物の生産により、輸入農
産物に対抗させる、親環境農業を打ち出し

･92年：有機･無農薬農産物認証開始
･94年：農林部に環境農業課設置
･97年：環境農業育成法成立
･99年：直接支払い開始
･01年：環境農業育成法を親環境農業育成法

として改正

２．親環境農業農産物の認証による区分

認 証 基 準

有機農産物

①無農薬･無化学肥料栽培に転換後1年以上経過
②生態的･物理的･微生物的自然資材防除
③3年以上の営農日誌保有
④農薬残留許容基準の1/20以下

転換期有機農
産物

①無農薬･無化学肥料に転換後1年以上経過
②2年以上の営農日誌保有

無農薬農産物

①有機合成農薬全面禁止、生態的･物理的･微生
物的自然資材防除
②化学肥料は政府勧奨量の1/4以下
③農薬残留許容基準の1/20以下
④2年以上の営農日誌保有

減農薬農産物

①農薬安全使用基準の1/2、安全期間は2倍適用
②化学肥料は政府勧奨量の1/2以下
③成長調節剤、除草剤は全面禁止
④農薬残留許容基準の1/2以下
⑤1年以上の営農日誌保有

※

※減農薬認証は2009年に新規受付終了、2015年には
認証廃止の見込み

３．親環境農産物直接支払

0

40

80

120

160

2000 2006 2007 2008 2009 2010 2011

減農薬

無農薬

有機（含転換）

（万トン）

⇒ 減農薬農産物は、認証除外の他、消費者から求められていないことや、市場から信頼
されていないことから、無農薬農産物へ移行する傾向

４．親環境農産物を巡る市場
○ 親環境農産物の価格プレミアは有機農産物で慣行の160%程度
○ 「ウェルビーイング」といわれる健康志向の高まりにより、消費が拡大
○ 若年齢、高所得、高学歴層において購入頻度が高い。
○ 著しい生産量増加により、供給が需要を上回る状況。

① 要件

② 支援対象

③ 支援単価

・ 親環境農業育成法に基づき認証を受けていること
・ 経営農地が１０a以上、販売額が１００万ウォン（８万円）以上

・ 有機農業（転換期を含む）
・ 無農薬農業（農薬は無使用、化学肥料は基準の１／３以下）

・ ５年間、次の単価により支援を実施。支払い上限面積は５ha。

④ 予算額 ３３３億ウォン（３７億円）

※ 水稲については、米所得補填支払いのうちの固定額支払い（平均80万ウォン（8.8万円））を含む。

・親環境農産物の出荷量の推移（韓国農村経済研究所（2012））

※ 減農薬認証は2009年に新規受付終了、2015年には認証廃止の見込みのため記載なし。
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ービジネス展開や地域活性化に向けた取組事例ー
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様々な販売形態を活用

有機でも安定供給を目指す

個性を活かした商品の数々

【ポイント】【概要】

井村 辰二郎さん

○脱サラし、米、大豆、麦の有機栽培
に取り組みながら、耕作放棄地を再
生し、規模拡大。

○現在は、作付面積延べ337hａでの
生産に加え、多様な加工販売を行う
ことで販売額は1億3千万円に達する。

○平成21年には、米国、ＥＵのオーガ
ニック認証基準も満たし、加工品の
輸出事業にも進出。

○有機六条大麦茶のヒットにより、平成14年
に加工製造・販売を専門に行う「金沢大地」
を設立。

○平成19年にはインターネット通販をスター
トさせ、平成23年には金沢の食文化を支え
る市場に直営店舗をオープン。
平成21年には海外展開も開始。

○約100点に及ぶ商品は、自社農場で育てら
れた有機農産物を活かして製造。

○個性を生かすことを重要視し、商品の中に
は、マーケット・インの発想で消費者が求め
る安心感や手作りニーズを反映させたものも
存在。

○有機農業のネックとなる収量のバラツキを
解決するために積極的に規模を拡大。

○土づくりも重視しており、堆肥についてはト
レースできる原料を使用し、自家生産を中
心。

株式会社金沢大地の皆さん。左から3番目が代表の井村さん

（平成26年度農林水産祭 日本農林漁業振興会会長賞 受賞）

○金沢大地は有機穀物農場として
は、国内でも最大級のクラスであ
り、平成21年に、日本の他、米国、
欧州の有機認証基準を満たす有機
純米酒AKIRAをはじめ、米、麦茶、
餅、そば、甘酒などを輸出するなど
海外展開も活発に行っている。

←有機製品専門の展示会
BioFach2011（ドイツ）出展時のブース 26

22．【経営者の創意工夫による取組事例】株式会社金沢大地（石川県金沢市）



地域全体が農村の環境保全に尽力

23．【地域との融合の実現による取組事例】埼玉県小川町（下里地区）

地域の有機農業への理解が
地域全体を豊かに

有機農業を地域活性化のキーに

【ポイント】【概要】

金子 美登さん
○生産技術と販売実績の高さか

ら、地元住民の信頼を得て、有
機農業を中心とした地域のまと
まりと活性化を創出。

○ NHK「プロフェッショナル仕事
へ の流儀」に取り上げられ、有
機農業のカリスマと紹介される。

○地元の豆腐業者や酒造業者、さいたま市のリ
フォーム会社等が有機農産物を再生産可能な
価格で買い取るなど、地域の商工業者が支援。

○地元で活動するＮＰＯ法人がレストランを開き、
農業者と市民が一緒に運営するなど、地域内
で有機農産物を利用する輪が広がっている。

○下里地域で30年来、有機農業を営む金子さん
を中心に、集落全体で有機農業の取り組むなど
「有機の里」づくりを展開。

○有機農業の研修修了生が100人を超え、新規
就農者が増加するなど、有機農業を核として地
域が活性化。

○地域の住民全体で保全活動を行い、美しい農
村景観の保全や、ホタル等の水生生物が増加
するなど豊かな自然環境を保全することにより、
観光客が増加し、地域が活性化。

・ 平成22年度農林水産祭 むらづくり部門 天皇杯 受賞）
・ 平成26年11月20日 天皇・皇后両陛下 行幸啓

（下里地区の有機農業の取組、環境活動、加工成果品の
説明、大豆の収穫作業御視察）
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